
Ⅰ　改正法令関係

対象 番号 名称（タイトル） 内　容 番号 名称（タイトル） 内　容

1 改正法の全体像
個人事業者の定義や関係する安全衛生対策を体系的に解説。高齢労働者の災害防止、仕事
と治療の両立支援等も提示

1 労働安全衛生法とは
法の目的・特徴、労働災害の定義、安全衛生管理体制、講ずべき措置等を分かりやすく解
説

2 注文者による安全衛生への配慮
注文者とは業種に関わらず仕事を他人に請け負わせる者であることを確認し、個人事業者
等のために配慮すべき事項を解説

2
主な労働災害の類型と災害防
止対策

墜落・転落、激突、転倒、崩壊など主な事故の型を発生の仕組み等に着目し説明

3 申告制度
事業場に法令に違反する事実があるとき、個人事業者が労働基準監督行政機関に是正措置
を取るよう求めることが可能になったことを紹介

3 熱中症の予防 どんな状態の時に熱中症を疑うのか。発生しやすい条件とは。重症度の見分け方等を解説

4 災害報告制度
個人事業者が業務災害で被災した場合に労働基準監督行政機関に報告する制度が新設。報
告義務が誰にあるのかや報告内容を解説

4 過重労働
時間外労働時間数と健康障害の関係、個人事業者自身による健康管理、注文者の配慮等を
具体的に提示

5 混在作業における連絡調整と協力
混在作業とは何か？それが行われる場所とは？混在作業による労働災害の防止のための必
要な措置とは？これらを紹介

5 メンタルヘルス・ストレス 納期や売上の不安を一人で抱え込む。そんな貴方に知って欲しい対処法を解説

6 健康管理
個人事業者等が健康に就業するため策定された「個人事業者等の健康管理に関するガイド
ライン」をメンタルヘルスも含め解説

6 面接指導
健康診断結果に加え、長時間労働、眠れない等があれば医師による面接指導が有用。その
仕組みを解説

7
労働安全衛生法の概要（個人事業
者等の定義）

事業者と個人事業者との違い、作業従事者・作業従事役員とは何か等も含め具体的に解
説。自分が個人事業者であることを自覚できます。

7 危険有害業務
免許の取得、技能講習の修了、安全衛生特別教育の受講、作業主任者の選任等が必要な業
務の全てを提示

8 労災保険の特別加入制度 特別加入できる業種・職種等を具体的に掲示。補償の種類・内容や保険料も解説 8 健康診断
会社は用意しない・自分で予約。休業リスクを少なくするための投資として受診の必要性
を提示

9
注文者に求める安全衛生経費の積
算方法

その意義や経費に該当する項目を具体的に掲示し、労働災害防止対策に要する経費を適正
に積算（見積）することの重要性を解説

9 安全配慮義務
個人事業者の安全衛生の確保のために注文者等が講ずべき措置を具体的に提示し、民事面
も含め解説

10 個人事業者等が守るべき事項
改正法で新設された個人事業者が守るべき事項、講ずべき事項を具体的に掲示し、注目
点、留意点を解説

10 ハラスメント
パワハラ、セクハラ、マタハラ、何故ハラスメントはいけないのか。フリーランスを焦点
に解説

11
個人事業者等が使用する機械等に
係る措置

新たな義務となった個人事業者が講ずべき機械の規格・安全装置の具備、定期自主検査の
実施について具体的に解説

11 高齢者の安全対策
筋力、視力聴力、反応速度。これらの衰えを理解し、作業環境を整えると事故を減らせる
こと等を解説

12 個人事業者等が受けるべき教育
新たな義務となった個人事業者等が危険・有害な業務に就くときに受けるべき特別な教育
を具体的に解説

12 化学物質管理
化学物質が含まれる製品とは。その危険有害性とは。ラベル表示義務とは。暴露低減対策
含め解説

13 注文者が講ずる措置への対応
特定元方事業者、作業場所管理事業者、注文者等が講ずる措置に応じて、個人事業者が対
応すべき事項を解説

13 義務と努力義務
50人未満の事業場でのストレスチェックの努力義務が義務化される？そもそもその違いと
は。

14 安全衛生管理体制
安全衛生管理のあり方について、個別の事業場、建設業・造船業、製造業の３つに着目
し、図表を用い解説

14 保護具 マスク、耳栓は正しく装着し、身を守りましょう。

15 連絡調整不足による労働災害事例
元請と下請の混在作業、運送会社と物流センター会社の社員の混在作業等で発生した災害
の状況と問題点を検証

15 リスクアセスメント 危険有害なもの・危ない作業・場所を探し、考え、対策する。災害防止の基本を解説

16
特定元方事業者等による統括管
理・連絡調整等の措置

混在作業場所に関する協議組織の設置運営、作業間の連絡調整、作業場所の巡視等のあり
方を解説

16 安全衛生教育・就業制限
新たに義務化された個人事業者の危険有害業務に係る安全衛生教育の受講を免許・技能講
習との相違を踏まえ解説

17
特定の作業等に係る注文者として
の措置

建設業・造船業、製造業における注文者として特定の作業を他に請け負わせる者が講ずべ
き措置を、混在作業・個人事業者に着目し、解説

18
個人事業者等に仕事を請け負わせ
る際の留意事項

労働安全衛生法が改正され、個人事業者等が同法の保護の対象、義務の主体として位置づ
けられたことの意味を共有していくことの必要性を提起

19
作業場所管理事業者として必要な
措置

荷の搬入搬出、機械設備のメンテナンス等様々な業態で見られる混在作業場所を管理する
者（作業場所管理事業者）に求められる措置を解説

20 注文者等向け（建設業・造船業）

21 注文者等向け（製造業）

22 注文者等向け（その他一般）

説明会補足動画一覧表

全般

個人事
業者等
関係

＊注文者等関係のインデックス（14～19）を組み合わせ、加工し、①建設業・造船業、②
製造業、③その他（①、②以外）の３つの種類の動画を別途再編（作成）している
（20,21,22)。

Ⅱ　安全衛生対策

注文者
等関係


